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国土交通省所管のいわゆる「その他施設費」に係る新規事業採択時評価実施要領

第１ 目的

国土交通省の所管するいわゆる「その他施設費」に係る事業について、効率性及び

その実施過程の透明性の一層の向上を図るため、新規事業採択時評価を実施する。新

規事業採択時評価は、費用対効果分析を含め、総合的に実施するものである。

第２ 評価の対象とする事業の範囲

対象とする事業は、財政法（昭和２２年法律第３４号）第４条第１項に規定する公

共事業費に係る事業であって、国土交通省の所管するいわゆる「その他施設費」に係

る事業のうち、原則として、以下の事業を除く全ての事業とする。

・ 維持・管理に係る事業

・ 災害復旧に係る事業

・ 試験研究機関の施設・設備等他の評価手法が確立し、かつ、実施されているも

のに係る事業

・ 条約等国際間の取決めに基づき実施される事業

・ 極少額の事業（５，０００万円以下の事業）

・ 調査に係る事業

なお、対象とする事業の種類は、以下のとおりとする。

(1) 直轄事業

(2) 独立行政法人等施行事業（特殊法人又はこれに準ずる法人（以下「独立行政法人

等」という ）が行う事業をいう ）。 。

(3) 補助事業等（国庫からの補助（間接補助を含む。以下同じ 、出資又は貸付に係。）

る事業をいう。ただし、(2)に該当するものを除く ）。

第３ 評価を実施する事業

事業費を予算化しようとする事業について評価を実施するものとする。

第４ 評価の実施及び結果等の公表及び関係資料の保存

１ 評価の実施手続
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(1) 評価の実施主体は、本省、外局又は国土交通省の設置する特別の機関（以下「本

省等」という ）とする。。

(2) 評価の実施時期は、(3)①1)、①2)及び②1)に掲げる種類の事業については、原

則として当該予算に係る年度の前年度の１月末までを目途に、(3)②2)及び③に掲

、 。げる種類の事業については 原則として当該予算に係る年度の前年度末までとする

ただし、政府予算案の閣議決定時に、個別箇所で予算措置を公表する事業について

は、原則として概算要求書の財務省への提出時までとする。

(3) 評価は、次の各号に掲げる種類の事業について、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろにより行うものとする。

①1) 直轄事業（本省等が行うものに限る ） 本省等は、評価を行うに当たって。

必要となるデータの収集、整理等（以下「データ収集等」という ）を行い、。

当該事業の予算化について、学識経験者等の第三者から構成される委員会等の

意見を聴くとともに、当該事業の予算化に係る対応方針を決定する。ただし、

治安の維持に係る事業については、学識経験者等の第三者から構成される委員

会等の意見を聴くことを要しないものとする。

2) 直轄事業（本省等が行うものを除く ） 地方支分部局等は、データ収集等。

を行い、評価を受けるために必要な資料（以下「評価に係る資料」という ）。

を作成するとともに、本省等に提出する。本省等は、当該事業の予算化につい

て、学識経験者等の第三者から構成される委員会等の意見を聴くとともに、地

方支分部局等と協議しつつ、評価に係る資料に検討を加え、当該事業の予算化

に係る対応方針を決定する。

②1) 独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業を除く ） 独立。

行政法人等は、データ収集等を行い、評価に係る資料を作成するとともに、本

省等に提出し、新規事業化要求等を行う。本省等は、当該事業の予算化等につ

いて、学識経験者等の第三者から構成される委員会等の意見を聴くとともに、

独立行政法人等と協議しつつ、評価に係る資料に検討を加え、当該事業の予算

化等に係る対応方針を決定する。

2) 独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業に限る ） 独立。

行政法人等は、データ収集等を行い、評価に係る資料を作成するとともに（間

、 。）、接補助事業の場合については 地方公共団体と十分な調整を図るものとする

本省等に提出し、補助金交付等に係る要求（間接補助事業の場合には地方公共

団体が実施）を行う。本省等は、評価に係る資料に検討を加え、当該事業の補

助金交付等に係る対応方針を決定する。

、 （ 、 、③ 補助事業等 地方公共団体 地方公社又は民間事業者等 国 独立行政法人等

地方公共団体又は地方公社以外のものをいう。以下同じ ）は、データ収集等を。
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行い、評価に係る資料を作成するとともに、本省等に提出し、補助金交付等に係

る要求（間接補助事業の場合には地方公共団体が実施）を行う。本省等は、評価

に係る資料に検討を加え、当該事業の補助金交付等に係る対応方針を決定する。

２ 評価結果、採択箇所等の公表

所管部局等（国土交通省の各事業を所管する本省内部部局、外局又は国土交通省の

設置する特別の機関をいう。以下同じ ）は、１(3)①1)、①2)及び②1)に掲げる種類。

の事業については、原則として当該予算に係る年度の前年度の１月末までを目途に、

１(3)②2)及び③に掲げる種類の事業については、原則として年度予算の支出負担行

為の実施計画が承認された後（年度予算の支出負担行為の実施計画に係らない事業に

ついては、独立行政法人等の予算、事業計画及び資金計画に係る国土交通大臣認可の

）、 、 。 、後 評価結果及び採択箇所等を 評価手法等とともに公表するものとする ただし

政府予算案の閣議決定時に、個別箇所で予算措置を公表する事業については、原則と

して概算要求書の財務省への提出時に公表するものとする。

３ 関係資料の保存

(1) 所管部局等は、完了後の事後評価終了の日に係る特定日以後１０年まで、評価結

果及び採択箇所等に関する資料を保存するものとする。

(2) 地方支分部局等、独立行政法人等、地方公共団体等、地方公社又は民間事業者等

は、完了後の事後評価終了の日に係る特定日以後１０年まで、費用対効果分析の算

定基礎となった要因の変化の分析を適確に実施するために必要となる関係資料を保

存するものとする。

４ 一括配分に係る事業に関する特例事項

一括配分に係る事業（地方支分部局等の長が年度予算の支出負担行為の実施計画に

関する書類の一部となる計画の作製に係る事務を行う事業）については、以下のとお

りとする。

① １(1)の規定については 本省 外局又は国土交通省の設置する特別の機関 以、「 、 （

下「本省等」という 」を「地方支分部局等」と読み替えるものとする。。）

② １(3)の規定については、以下のとおりとする。

1) １(3)②2)及び③に掲げる種類の事業については、１(3)②2)及び③の「本省

等」を「当該事業を所管する地方支分部局等」と読み替えるものとする。

2) 1)の場合、地方支分部局等は、補助金交付等に係る対応方針を本省等に送付

するものとする。

③ ２の規定については 「所管部局等（国土交通省の各事業を所管する本省内部、

部局、外局又は国土交通省の設置する特別の機関をいう。以下同じ 」を「所管。）

部局等（国土交通省の各事業を所管する本省内部部局、外局又は国土交通省の設

。 。） 」置する特別の機関をいう 以下同じ 及び当該事業を所管する地方支分部局等
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と読み替えるものとする。

第５ 評価の手法

１ 評価手法の策定

、 。 、(1) 所管部局等は 事業種別ごとの費用対効果分析を含む評価手法を策定する なお

事業種別ごとの評価手法の策定に当たっては、評価手法研究委員会（ 国土交通省「

所管公共事業の新規事業採択時評価実施要領」第５の１(1)に定める評価手法研究

委員会をいう ）等第三者の意見を聴くものとする。。

(2) 大臣官房は、評価手法について事業種別間において共通的に考慮すべき事項（以

、「 」） 。 、 、下 共通的事項 について策定する なお 共通的事項を策定するに当たっては

公共事業評価手法研究委員会（ 国土交通省所管公共事業の新規事業採択時評価実「

施要領」第５の３に定める公共事業評価手法研究委員会をいう ）の意見を聴くも。

のとする。

(3) 大臣官房及び所管部局等は、それぞれ策定した共通的事項及び事業種別ごとの評

価手法を公共事業評価システム検討委員会（ 国土交通省所管公共事業の新規事業「

採択時評価実施要領」第６に定める公共事業評価システム検討委員会をいう。以下

「検討委員会」という ）に報告するとともに、策定した評価手法を公表するもの。

とする。

(4) 評価手法の改善については、第５の１(1)、(2)及び(3)の「策定」を「改善」に

読み替えるものとする。

２ 評価手法の改善

所管部局等は、評価の精度の向上を図るため、評価の実施の状況等を踏まえ、必要

に応じて事業種別ごとに評価手法について検討を加え、その結果に基づいて必要な改

善を行うものとする。

また、公共事業評価手法研究委員会（ 国土交通省所管公共事業の新規事業採択時「

評価実施要領」第５の３に定める公共事業評価手法研究委員会をいう ）において、。

評価手法に関する事業種別間の整合性や評価指標の定量化等について検討するものと

する。

第６ その他

１ 評価に係る重要事項の検討

本要領の改定等の評価に係る重要事項は、検討委員会において検討し、決定するも

のとする。
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２ 沖縄における事業の取扱

内閣府に予算が一括計上される事業については、内閣府と十分調整を図るものとす

る。

３ 事業種別ごとの実施要領の細目

所管部局等は、本要領に基づき、事業種別ごとの新規採択時評価についての実施要

領の細目を定め、検討委員会に報告するものとする。

第７ 施行

１ 本要領は、平成２７年８月２１日から施行する。

２ 本要領の施行に伴い 「国土交通省所管のいわゆる「その他施設費」に係る新規事、

業採択時評価実施要領（平成２３年４月１日改定 」は、廃止する。）



官庁営繕事業に係る新規事業採択時評価実施要領細目

第１ 目的

本細目は、「国土交通省所管のいわゆる「その他施設費」に係る新規事業採択時評価

実施要領」に基づき、官庁営繕事業の新規事業採択時の評価（以下「評価」という。）

を実施するための運用を定め、もって官庁営繕事業における評価の適正な実施に資する

ことを目的とする。

第２ 評価の対象とする事業の範囲

国土交通省所管予算（官庁営繕費）に係る官庁営繕事業のうち、新営事業を対象とす

る。

第３ 評価を実施する事業

１．評価を実施する事業は、建物本体の事業費を予算化しようとする事業とする。なお、

本細目において「建物本体の事業費」とは、建物本体に係る設計費、工事費のいずれ

か又は両方を含む費用をいい、敷地調査費は単独では建物本体の事業費には当たらな

いものとする。

２．原則として事業採択を行う際の建物（建物群として事業採択を行う場合はその建物

群）を１つの事業単位とする。なお、「事業採択」とは「建物本体の事業費の予算化

」をいう。ただし、建物本体の事業費の予算化に先立って事業計画（建物本体の規模

等）を確定しようとする事業については、事業計画の確定をもって事業採択とする。

第４ 評価の実施、評価結果等の公表及び関係資料の保存

１．評価の実施手続は、次のとおりとする。

（１）評価の実施主体は、国土交通省官庁営繕部（以下「本省」という。）とする。

（２）評価に係る担当部署は、本省にあっては計画課、地方整備局にあっては営繕部計

画課、北海道開発局にあっては営繕部営繕計画課及び沖縄総合事務局にあっては開

発建設部営繕課とする。

（３）評価を実施する年度は、原則として建物本体の事業費の概算要求書を財務省に提

出する年度とする。ただし、建物本体の事業費の予算化に先立って事業計画を確定
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しようとする事業については、当該事業の事業計画の確定が見込まれる年度の前年

度とする。

（４）評価の実施時期は、原則として上記（３）の年度における概算要求書の財務省へ

の提出時（建物本体の事業費の予算化に先立って事業計画を確定しようとする事業

で、事業計画の確定が見込まれる年度の前年度に当該事業に係る国土交通省による

概算要求が行われない場合は、８月３１日。以下同じ。）までとする。

（５）本省は、評価の実施に必要となるデータの収集等を行い、当該事業の予算化につ

いて、学識経験者等の第三者から構成される委員会等の意見を聴いて、当該事業の

予算化に係る対応方針を決定する。

２．評価の結果、採択箇所等の公表は次のとおりとする。

本省は、原則として概算要求書の財務省への提出時に、評価の結果、採択箇所等

を公表するものとする。

３．関係資料の保存は次のとおりとする。

評価に係る担当部署は、完了後の事後評価終了の日に係る特定日以後１０年まで、

評価結果及び採択箇所等に関する資料を保存するものとする。

第５ 評価の手法

１．評価の手法は、別に定める。

２．評価の手法は、本省において公表する。

第６ その他

１．特定国有財産整備計画に基づく新営事業のうち合同庁舎整備事業については、本細

目に準じた評価を行う。

２．本細目は、平成２３年４月１日から施行する。

なお、本細目の施行に伴い、「官庁営繕事業に係る新規事業採択時評価実施要領細

目」（平成２２年７月３０日付け国営施第１１号）は、廃止する。
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官庁営繕事業に係る新規事業採択時評価手法 

 

平成 13 年８月 17日 国営計第 101 号 

最終改定 平成29年３月29 日 国営施第 27 号 

 

１．目的 

本手法は、「官庁営繕事業に係る新規事業採択時評価実施要領細目」（平成 23

年４月１日付け国営施第 31号）第５の１．に基づき新規事業採択時評価における

対応方針を取りまとめるための基準を示し、評価の客観性を確保することを目的

とする。 

 

２．評価の手順 

官庁営繕事業に係る新規事業採択時評価は、「事業計画の必要性」、「事業計

画の合理性」及び「事業計画の効果」の３つの視点について、指標に基づく評点

を算定し、要件を満たすことを確認した上で、対応方針（案）を取りまとめる。 

 

３．評価の方法 

「事業計画の必要性」、「事業計画の合理性」及び「事業計画の効果」の各視

点についての評価の方法は、原則として次のとおりとする。 

 

（１）事業計画の必要性 

 事業計画の必要性に関する評点は、次に定めるところにより算定する。 

ア 計画理由別の評点の算定 

計画理由別の評点は、入居予定官署ごとに、その計画理由の要素について、

既存施設の更新（既存施設の不具合等により施設を建築することをいう。）の

場合は別表１の、新規施設の建築の場合は別表２の計画理由の項に掲げる計

画理由のいずれかに分類し、これらの表に定めるところにより、それぞれ評

点を算定する（複数の計画理由の要素が一の計画理由に該当する場合にあっ

ては、最も高い評点となるもの。ただし、イの計画理由別の評点が最も高い

評点とならない場合は、この限りでない。）。 

 

イ 入居予定官署別の評点の算定 

入居予定官署別の評点は、入居予定官署ごとに、計画理由別の評点が最も

高い計画理由（別表１の備考欄に当該計画理由を主要素としないことが定め

られているもの及び同欄に定められた主要素としない条件に該当するもの

を除く。同点のものがある場合にあっては、そのいずれか）を主要素、それ

以外の計画理由を従要素とし、主要素の評点の値に、従要素の評点に 10分の

１を乗じて得た値の合計を加えて得た値とする。 
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ウ 事業計画の必要性に関する評点 

事業計画の必要性に関する評点は、入居予定官署別の評点を当該入居予定

官署の必要延べ面積に応じて加重平均をして求めた値（入居予定官署が一の

場合は、その入居予定官署別の評点の値）とする。この場合において、当該

事業が、合同庁舎計画に基づくものであるときは 10 点、特定国有財産整備計

画に基づくものであるときは 10点をそれぞれ加算するものとする。 

 

（２）事業計画の合理性 

事業計画の合理性は、当該事業を次の表に定めるところによって評価し、評点

を算定する。 

 

評 点 評  価 

100 点 下記のいずれかに当てはまる。 

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に、事業案の方が

経済的であると評価される場合 

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に、リスク等の総

合判断により事業案の方が合理的であると評価される場合 

・他の案では、事業案と同等の性能を確保できないと評価される場合（実現

可能な代替案が存在しない場合を含む。） 

・他の組織・機関が採算性等の審査等により評価を行う場合であって、当該

評価方法に合理性があると確認できる場合 

０点 上記のいずれにも当てはまらない。 

 

（３）事業計画の効果  

事業計画の効果は、「業務を行うための基本機能（Ｂ１）」及び「施策に基づ

く付加機能（Ｂ２）」の２つの機能に区分して評価を行う。Ｂ１については、別

表３に定めるところにより、項目ごとに、当該事業の現状に最も近い欄を選択

し、該当する係数を全て掛け合わせ、100 を乗じて得た値を当該事業計画の効果

に関する評点とする。Ｂ２については、別表４に定めるところにより、評価項目

ごとに、評価要領に基づいて取組状況を評価し、該当する評語を選定する。 

 

４．対応方針（案）の取りまとめ 

当該事業計画について、次の要件を満たすことを確認した上で、対応方針（案）

を取りまとめる。 

（１）事業計画の必要性に関する評点が１００点以上であること。 

（２）事業計画の合理性に関する評点が１００点であること。 

（３）事業計画の効果に関する評点が１００点以上であること。 
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別
表
１
　
既
存
施
設
の
更
新
の
場
合

計
画
理
由

内
容

評
点

１
０
０

９
０

８
０

７
０

６
０

５
０

４
０

備
　
　
　
　
考

５
０
％
以
下

６
０
％
以
下

７
０
％
以
下

８
０
％
以
下

気
象
条
件
の
極
め
て
過
酷
な
場
所
に
あ
る
場
合
は
、
左
記

に
基
づ
く
評
点
に
1
0
点
加
算
す
る
。

経
年
、
被
災
等
に
よ
り
構
造
耐
力
が
著
し

く
低
下
し
、
非
常
に
危
険
な
状
態
に
あ
る

も
の

狭
あ
い

０
．
５
以
下

０
．
５
５
以
下

０
．
６
０
以
下

０
．
６
５
以
下

０
．
７
０
以
下

０
．
７
５
以
下

０
．
８
０
以
下

敷
地
等
の
関
係
で
増
築
が
可
能
な
場
合
は
、
主
要
素
と
し

な
い
。

借
用
期
限
が
切
れ
即

刻
立
退
が
必
要
な
も
の

期
限
付
き
立
退
要
求
の

も
の

な
る
べ
く
速
や
か
に
返

還
す
べ
き
も
の

緊
急
に
返
還
す
べ
き
も
の

な
る
べ
く
速
や
か
に
返

還
す
べ
き
も
の

分
散

２
ヶ
所
以
上
に
分
散
、
相
互
距
離
が
１

km
以
上
で
（
同
一
敷
地
外
）
、
業
務
上

著
し
く
支
障
が
あ
る
も
の

２
ヶ
所
以
上
に
分
散
、
相
互
距
離
が

3
0
0
m
以
上
で
（
同
一
敷
地
外
）
、
業
務

上
非
常
に
支
障
が
あ
る
も
の

同
一
敷
地
内
に
分
散
、
業
務
上
支
障

が
あ
る
も
の

相
互
距
離
は
、
通
常
利
用
す
る
道
路
の
延
長
と
す
る
。

周
囲
が
区
画
整
理
等
施
行
済
み
で
当
該

施
行
分
の
み
未
施
行
と
な
っ
て
い
る
も
の

区
画
整
理
等
施
行
中
で

早
く
立
ち
退
か
な
い
と

妨
害
と
な
る
も
の

区
画
整
理
等
が
事
業

決
定
済
み
で
あ
る
も
の

（
年
度
別
決
定
済
み
）

区
画
整
理
等
が
計
画
決
定
済
み
で
あ

る
も
の

都
市
計
画
的
に
み
て
地
域
性
上
著
し

い
障
害
の
あ
る
も
の
又
は
防
火
地
域

若
し
く
は
準
防
火
地
域
に
あ
る
木
造
建

築
物
で
延
焼
の
可
能
性
が
著
し
く
高
い

も
の

都
市
計
画
的
に
み
て
地
域
性
上
障
害

の
あ
る
も
の
又
は
防
火
地
域
若
し
く
は

準
防
火
地
域
に
あ
る
木
造
建
築
物
で

延
焼
の
可
能
性
が
高
い
も
の

都
市
計
画
的
に
み
て
地
域
性
上
好
ま

し
く
な
い
も
の
又
は
防
火
地
域
若
し
く

は
準
防
火
地
域
に
あ
る
木
造
建
築
物

で
延
焼
の
お
そ
れ
が
あ
る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
非
常
な
支

障
を
来
し
て
い
る
も
の
又
は
公
衆
に
非

常
に
不
便
を
及
ぼ
し
て
い
る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
支
障
を
来

し
て
い
る
も
の
又
は
公
衆
に
不
便
を
及

ぼ
し
て
い
る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
又
は
環
境

上
好
ま
し
く
な
い
も
の

地
盤
沈
下
、
低
湿
地
又
は
排
水
不
良
等

で
維
持
管
理
が
不
可
能
に
近
い
も
の

地
盤
沈
下
、
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
が
著
し
く
困
難
な
も
の

地
盤
沈
下
、
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
が
困
難
な
も
の

地
盤
沈
下
、
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
上
好
ま
し
く
な
い
も
の

防
災
機
能
に
係
る
施
設

の
不
備

施
設
が
不
備
、
か
つ
運
用
に
よ
る
代
替

が
で
き
な
い
た
め
、
業
務
の
遂
行
が
著
し

く
困
難
な
も
の
又
は
人
命
の
安
全
確
保

が
困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
、
か
つ
運
用
に
よ
る
代
替

が
十
分
で
き
な
い
た
め
、
業
務
上
好
ま

し
く
な
い
も
の
又
は
人
命
の
安
全
上
好

ま
し
く
な
い
も
の

改
修
に
よ
り
対
応
で
き
る
場
合
は
、
主
要
素
と
し
な
い
。

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行
が
著

し
く
困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行
が

困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行
に

支
障
を
来
し
て
い
る
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
上
好
ま
し
く

な
い
も
の
又
は
来
庁
者
の
利
用
上
著

し
く
支
障
が
あ
る
も
の

敷
地
等
の
関
係
で
増
築
が
可
能
な
場
合
は
、
主
要
素
と
し

な
い
。

法
令
に
よ
る
基
準
よ
り
は
る
か
に
低
い

も
の

法
令
に
よ
る
基
準
よ
り
相
当
低
い
も
の

法
令
に
よ
る
基
準
以
下
で
あ
る
も
の

主
要
素
と
し
な
い
。

法
令
等

法
令
、
閣
議
決
定
等
に
基
づ
き
整
備
が

必
要
な
も
の

国
の
行
政
機
関
等
の
移
転
及
び
機
構
統
廃
合
等
に
適
用

す
る
。
た
だ
し
、
機
構
統
廃
合
に
よ
る
場
合
は
、
主
要
素
と

し
な
い
。

備
考
１
　
「
現
存
率
」
と
は
、
官
庁
建
物
実
態
調
査
の
結
果
に
よ
る
。
官
庁
建
物
実
態
調
査
を
行
っ
て
い
な
い
施
設
に
つ
い
て
は
、
実
情
を
踏
ま
え
て
評
点
を
付
す
。

２
　
「
面
積
率
」
と
は
、
「
現
有
延
べ
面
積
／
必
要
延
べ
面
積
」
に
よ
り
算
出
す
る
。

　
　
こ
こ
で
、
現
有
延
べ
面
積
及
び
必
要
延
べ
面
積
は
、
執
務
面
積
、
会
議
室
等
の
附
属
面
積
、
設
備
関
係
面
積
、
交
通
部
分
面
積
及
び
各
官
署
の
固
有
業
務
に
関
係
し
た
諸
室
面
積
を
含
み
、
車
庫
、
渡
り
廊
下
等
を
除
く
面
積
と
す
る
。

　
　
必
要
延
べ
面
積
は
、
積
み
上
げ
に
よ
り
算
出
す
る
。

別
表
２
　
新
規
施
設
の
建
築
の
場
合

計
画
理
由

内
容

評
点

1
0
0

9
0

8
0

7
0

6
0

5
0

4
0

備
　
　
考

法
令
等

法
令
、
閣
議
決
定
等
に
基
づ
き
整
備
が

必
要
な
も
の

新
た
な
行
政
需
要

当
該
行
政
需
要
へ
の
対
応
が
特
に
緊
急

を
要
す
る
も
の

当
該
行
政
需
要
へ
の
対
応
を
至
急
す

べ
き
も
の

当
該
行
政
需
要
へ
の
対
応
の
必
要
性

は
認
め
ら
れ
る
が
急
が
な
く
て
よ
い
も

の

機
構
新
設

整
備
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
業
務
の
遂

行
が
著
し
く
困
難
な
も
の

整
備
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
業
務
の

遂
行
が
困
難
な
も
の

整
備
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
業
務
の

遂
行
に
支
障
を
来
す
も
の

整
備
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
業
務
上

好
ま
し
く
な
い
も
の

老
朽

借
用
返
還

立
地
条
件
の
不
良

必
要
施
設
の
不
備

（
災
害
時
に
お
け
る
必
要
機
能

に
係
る
施
設
の
不
備
を
除
く
）

採
光
、
換
気
不
良

法
令
等
に
基
づ
く
整
備

法
令
等
に
基
づ
く
整
備

新
た
な
行
政
需
要
に
対
応
し
た

整
備

機
構
新
設
に
伴
う
整
備

地
域
連
携

都
市
計
画
の
進
捗

災
害
時
に
お
け
る
必
要
機
能

に
係
る
施
設
の
不
備

施
設
の
不
備

次
に
該
当
す
る
場
合
は
、
主
要
素
と
従
要
素
に
区
分
し
た

上
で
得
ら
れ
る
評
点
（
従
要
素
の
場
合
は
評
点
の
1
0
分
の

１
。
該
当
す
る
理
由
が
な
い
場
合
は
0
点
）
に
、
次
の
い
ず

れ
か
を
加
算
し
、
当
該
計
画
理
由
の
評
点
と
す
る
。

・
シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
計
画
に
基
づ
く
も
の
の
う
ち
、
シ
ビ
ッ
ク
コ
ア

内
の
当
該
施
行
分
を
除
く
施
設
、
関
連
都
市
整
備
事
業
等

の
全
て
が
整
備
済
み
の
場
合
は
7
点
、
少
な
く
と
も
全
て
が

建
設
に
着
手
済
み
の
場
合
は
4
点

・
地
方
公
共
団
体
の
施
設
と
合
築
整
備
（
同
一
又
は
隣
接

す
る
敷
地
に
増
築
に
よ
り
一
体
的
に
整
備
す
る
場
合
を
含

む
。
以
下
同
じ
。
）
を
す
る
も
の
で
、
そ
の
合
築
整
備
が
確

実
な
場
合
は
、
4
点

・
地
域
防
災
へ
貢
献
す
る
取
組
が
確
実
に
行
わ
れ
る
場
合

は
、
4
点

地
域
性
上
の
不
適

位
置
の
不
適

地
盤
の
不
良

施
設
の
老
朽
（
現
存
率
）

構
造
耐
力
の
著
し
い
低
下

庁
舎
面
積
（
面
積
率
）

立
退
要
求
が
あ
る
場
合

借
料
が
高
額
等
の
事
情
に
よ

り
返
還
す
べ
き
場
合

事
務
能
率
低
下
、
連
絡
困
難
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別
表
３
　
事
業
計
画
の
効
果
（
Ｂ
１
）
の
発
揮
見
込
み
を
評
価
す
る
た
め
の
指
標

分
類

1
.1

1
.0

0
.9

0
.8

0
.7

0
.5

国
と
し
て
用
地
を
保
有
で
き
て
い

る
。

用
地
を
取
得
等
で
き
る
具
体
的
な

見
込
み
が
あ
る
。
又
は
必
要
な
期

間
の
用
地
の
借
用
が
担
保
さ
れ
て

い
る
か
、
そ
の
具
体
的
な
見
込
み

が
あ
る
。

用
地
の
取
得
・
借
用
の
見
込
み
が
立
た
な
い
。

自
然
的
条
件
か
ら
み
て
災
害
防

止
・
環
境
保
全
上
良
好
な
状
態
で

あ
る
。

自
然
的
条
件
か
ら
み
て
災
害
防

止
・
環
境
保
全
上
の
支
障
は
全
て

技
術
的
に
解
消
で
き
る
見
込
み
で

あ
る
。

自
然
的
条
件
か
ら
み
て
災
害
防

止
・
環
境
保
全
上
の
支
障
が
あ
り
、

そ
の
支
障
を
技
術
的
に
全
て
解
消

す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
軽
微
な
支
障

が
残
る
見
込
み
で
あ
る
。

自
然
的
条
件
か
ら
み
て
災
害
防
止
、
環
境
保

全
上
の
支
障
が
あ
り
、
そ
の
支
障
を
技
術
的

に
全
て
解
消
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
重
大
な
支

障
が
残
る
見
込
み
で
あ
る
。

施
設
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
良
好
で
あ

る
。

施
設
へ
の
ア
ク
セ
ス
に
支
障
が
無

い
か
、
又
は
そ
の
支
障
は
全
て
解

消
す
る
見
込
み
で
あ
る
。

施
設
へ
の
ア
ク
セ
ス
に
支
障
が
あ

り
、
そ
の
支
障
が
全
て
解
消
さ
れ

ず
、
軽
微
な
支
障
が
残
る
見
込
み

で
あ
る
。

施
設
へ
の
ア
ク
セ
ス
に
支
障
が
あ
り
、
そ
の
支

障
が
解
消
さ
れ
ず
、
重
大
な
支
障
が
残
る
見

込
み
で
あ
る
。

都
市
計
画
そ
の
他
の
土
地
利
用
に

関
す
る
計
画
と
整
合
し
て
い
る
。

都
市
計
画
そ
の
他
の
土
地
利
用
に

関
す
る
計
画
と
整
合
し
て
い
な
い

が
、
建
設
ま
で
に
整
合
す
る
具
体

的
な
見
込
み
が
あ
る
。

都
市
計
画
そ
の
他
の
土
地
利
用
に
関
す
る
計

画
と
整
合
し
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
建
設
ま
で
に

整
合
す
る
見
込
み
が
な
い
。

敷
地
全
体
の
有
効
利
用
や
敷
地
へ

の
安
全
・
円
滑
な
出
入
り
が
実
現
し

や
す
い
敷
地
形
状
・
接
道
の
状
況

で
あ
る
。
又
は
建
設
ま
で
に
そ
う
い

う
状
況
に
な
る
見
込
み
で
あ
る
。

敷
地
全
体
の
有
効
利
用
を
実
現
す

る
に
は
、
技
術
的
に
工
夫
を
要
す

る
敷
地
形
状
・
接
道
の
状
況
で
あ

り
、
か
つ
、
建
設
ま
で
に
そ
の
状
況

が
改
善
さ
れ
る
見
込
み
が
な
い
。

安
全
・
円
滑
な
出
入
り
を
実
現
す
る

に
は
、
技
術
的
に
工
夫
を
要
す
る

敷
地
形
状
・
接
道
の
状
況
で
あ
り
、

か
つ
、
建
設
ま
で
に
そ
の
状
況
が

改
善
さ
れ
る
見
込
み
が
な
い
。

敷
地
全
体
の
有
効
利
用
や
敷
地
へ
の
安
全
・

円
滑
な
出
入
り
を
実
現
す
る
の
は
困
難
な
敷

地
形
状
・
接
道
の
状
況
で
あ
り
、
か
つ
、
建
設

ま
で
に
そ
の
状
況
が
改
善
さ
れ
る
見
込
み
が

な
い
。

業
務
内
容
等
に
応
じ
、
適
切
な
規

模
と
な
っ
て
い
る
。

業
務
内
容
等
に
対
し
、
や
や
不
適

切
な
規
模
と
な
っ
て
い
る
。

業
務
内
容
等
に
対
し
、
著
し
く
不
適
切
な
規
模

と
な
っ
て
い
る
。

建
築
物
の
規
模
及
び
業
務
内
容
に

応
じ
、
適
切
な
規
模
と
な
っ
て
い

る
。

建
築
物
の
規
模
及
び
業
務
内
容
に

対
し
、
や
や
不
適
切
な
規
模
と
な
っ

て
い
る
。
（
駐
車
場
の
不
足
な
ど
が

見
込
ま
れ
る
。
）

建
築
物
の
規
模
及
び
業
務
内
容
に
対
し
、
著

し
く
不
適
切
な
規
模
と
な
っ
て
い
る
。

構
造

執
務
に
必
要
な
空
間
及
び
機
能
が

適
切
に
確
保
さ
れ
る
見
込
み
で
あ

る
。

執
務
に
必
要
な
空
間
又
は
機
能
が

適
切
に
確
保
さ
れ
な
い
可
能
性
が

あ
る
。

執
務
に
必
要
な
空
間
又
は
機
能
が
確
保
さ
れ

な
い
見
込
み
で
あ
る
。

項
　
　
　
目

位
置

用
地
の
取
得
・
借
用

災
害
防
止
・
環
境
保
全

ア
ク
セ
ス
の
確
保

都
市
計
画
そ
の
他
の
土
地
利
用
に
関
す
る
計
画
と
の
整
合
性

敷
地
形
状
等

規
模

建
築
物
の
規
模

機
能
性
（
業
務
を
行
う
た
め
の
基
本
機
能
に
該
当
す
る
部
分
）

敷
地
の
規
模
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別
表

４
　

施
策

に
基

づ
く
付

加
機

能
（
B

２
）
の

発
揮

見
込

み
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

分
類

評
価

項
目

評
語

取
組

状
況

A
 特

に
充

実
し

た
取

組
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

右
の

施
策

が
２

つ
以

上
取

り
組

ま
れ

て
い

る
。

（
又

は
そ

の
計

画
で

あ
る

。
）

B
 充

実
し

た
取

組
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

右
の

施
策

が
１

つ
取

り
組

ま
れ

て
い

る
。

（
又

は
そ

の
計

画
で

あ
る

。
）

C
 一

般
的

な
取

組
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

A
 官

庁
施

設
の

環
境

保
全

性
基

準
※

２
に

基
づ

い
た

取
組

が
な

さ
れ

て
い

る
ほ

か
、

特
に

充
実

し
た

取
組

が
計

画
さ

れ
て

い
る

。
右

の
施

策
が

４
つ

以
上

取
り

組
ま

れ
る

計
画

で
あ

る
。

B
 官

庁
施

設
の

環
境

保
全

性
基

準
※

２
に

基
づ

い
た

取
組

が
な

さ
れ

て
い

る
ほ

か
、

充
実

し
た

取
組

が
計

画
さ

れ
て

い
る

。
右

の
施

策
が

２
つ

以
上

取
り

組
ま

れ
る

計
画

で
あ

る
。

C
 官

庁
施

設
の

環
境

保
全

性
基

準
※

２
に

基
づ

い
た

取
組

が
な

さ
れ

て
い

る
ほ

か
、

一
般

的
な

取
組

が
計

画
さ

れ
て

い
る

。

A
 特

に
充

実
し

た
取

組
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

右
の

施
策

が
２

つ
以

上
取

り
組

ま
れ

る
計

画
で

あ
る

。

B
 充

実
し

た
取

組
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

右
の

施
策

が
１

つ
取

り
組

ま
れ

る
計

画
で

あ
る

。

C
 一

般
的

な
取

組
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

A
 特

に
充

実
し

た
取

組
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

B
 充

実
し

た
取

組
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

C
 一

般
的

な
取

組
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

A
 官

庁
施

設
の

総
合

耐
震

・
対

津
波

計
画

基
準

に
基

づ
い

た
取

組
が

な
さ

れ
て

い
る

ほ
か

、
特

に
防

災
に

配
慮

し
た

取
組

が
行

わ
れ

て
い

る
。

右
の

施
策

が
２

つ
以

上
取

り
組

ま
れ

る
計

画
で

あ
る

。

B
 官

庁
施

設
の

総
合

耐
震

・
対

津
波

計
画

基
準

に
基

づ
い

た
取

組
が

な
さ

れ
て

い
る

ほ
か

、
防

災
に

配
慮

し
た

取
組

が
行

わ
れ

て
い

る
。

右
の

施
策

が
１

つ
取

り
組

ま
れ

る
計

画
で

あ
る

。

C
 官

庁
施

設
の

総
合

耐
震

・
対

津
波

計
画

基
準

に
基

づ
い

た
取

組
が

な
さ

れ
て

い
る

ほ
か

、
防

災
に

関
す

る
一

般
的

な
取

組
が

行
わ

れ
て

い
る

。

※
１

※
２

※
３

※
４

評
価

の
実

施
主

体
が

評
価

（
案

）
を

作
成

す
る

際
に

、
個

別
の

事
業

特
性

に
応

じ
て

本
表

に
記

載
の

な
い

施
策

を
評

価
に

加
え

る
こ

と
を

妨
げ

な
い

。
「
官

庁
施

設
の

環
境

保
全

性
基

準
」
（
平

成
2
9
年

３
月

2
2
日

付
け

国
営

環
第

1
4
号

）
の

う
ち

2
.3

(2
)に

よ
る

。
「
公

共
建

築
物

に
お

け
る

木
材

の
利

用
の

促
進

の
た

め
の

計
画

」
（
平

成
2
8
年

４
月

１
日

　
国

土
交

通
省

）
に

よ
る

。
「
建

築
設

計
基

準
」
（
平

成
2
6
年

３
月

3
1
日

付
け

国
営

整
第

2
4
5
号

）
の

う
ち

2
.2

.3
（
2
）
、

2
.7

.2
(2

)(
3
)、

2
.8

.4
(2

)に
よ

る
。

機
能

性

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

デ
ザ

イ
ン

建
築

物
移

動
等

円
滑

化
誘

導
基

準
を

満
た

し
た

上
で

、
特

に
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
デ

ザ
イ

ン
に

配
慮

※
４

す
る

計
画

で
あ

る
。

建
築

物
移

動
等

円
滑

化
誘

導
基

準
を

満
た

す
計

画
で

あ
る

。

建
築

物
移

動
等

円
滑

化
基

準
を

満
た

す
計

画
で

あ
る

。
又

は
建

築
物

移
動

等
円

滑
化

基
準

の
適

用
対

象
外

施
設

で
あ

る
。

防
災

性

＜
施

策
※

１
＞

火
災

へ
の

特
別

な
対

策
（
ガ

ス
消

火
な

ど
）
／

浸
水

へ
の

特
別

な
対

策
（
防

潮
堤

、
止

水
版

な
ど

）
／

強
風

へ
の

特
別

な
対

策
（
ビ

ル
風

対
策

な
ど

）
／

落
雷

へ
の

特
別

な
対

策
（
高

度
な

雷
保

護
な

ど
）
／

構
造

体
に

係
る

業
務

継
続

の
た

め
の

特
別

な
対

策
（
免

震
又

は
制

振
構

造
）
／

ラ
イ

フ
ラ

イ
ン

に
係

る
業

務
継

続
の

た
め

の
特

別
な

対
策

（
電

力
の

多
回

線
引

込
み

、
自

家
発

電
用

オ
イ

ル
タ

ン
ク

容
量

７
日

以
上

対
応

、
外

部
電

源
車

か
ら

の
引

込
接

続
対

応
）

官
庁

施
設

の
総

合
耐

震
・
対

津
波

計
画

基
準

に
基

づ
い

た
整

備
な

ど
、

一
般

的
な

取
組

が
行

わ
れ

て
い

る
。

評
価

要
領

社
会

性
地

域
性

＜
施

策
※

１
＞

地
方

公
共

団
体

、
地

域
の

協
議

会
、

商
店

街
等

と
の

連
携

（
シ

ビ
ッ

ク
コ

ア
、

合
築

、
地

域
防

災
へ

貢
献

す
る

取
組

、
施

設
・
駐

車
場

の
共

用
、

敷
地

の
一

体
利

用
な

ど
）
／

既
存

建
造

物
（
歴

史
的

建
築

物
）
の

有
効

利
用

／
跡

地
の

有
効

活
用

（
景

観
形

成
、

文
化

財
保

護
、

地
方

公
共

団
体

に
よ

る
活

用
な

ど
）
／

地
域

性
の

あ
る

材
料

の
採

用
／

地
域

住
民

と
の

連
携

（
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

、
懇

談
会

な
ど

）

関
連

す
る

法
令

、
条

例
、

計
画

、
協

定
等

と
整

合
が

図
ら

れ
て

い
る

。

環
境

保
全

性

環
境

保
全

性

＜
施

策
※

１
＞

特
別

な
省

エ
ネ

機
器

の
導

入
（
氷

蓄
熱

、
照

明
制

御
、

ア
モ

ル
フ

ァ
ス

変
圧

器
な

ど
）
／

蓄
電

池
／

緑
化

の
た

め
の

特
別

な
対

策
（
屋

上
緑

化
な

ど
）
／

自
然

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
の

た
め

の
特

別
な

対
策

（
太

陽
光

発
電

、
風

力
発

電
な

ど
）

／
水

資
源

の
有

効
活

用
の

た
め

の
特

別
な

対
策

（
雨

水
利

用
設

備
な

ど
）
／

外
断

熱
／

高
性

能
ガ

ラ
ス

省
エ

ネ
型

器
具

な
ど

の
導

入
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

（
Ｌ

Ｅ
Ｄ

照
明

、
高

効
率

変
圧

器
、

エ
コ

ケ
ー

ブ
ル

、
ノ

ン
フ

ロ
ン

機
器

、
高

効
率

熱
源

、
Ｖ

Ａ
Ｖ

、
Ｖ

Ｗ
Ｖ

、
節

水
設

備
な

ど
）

木
材

利
用

促
進

＜
施

策
※

３
＞

木
造

化
／

内
装

等
の

木
質

化
／

木
質

バ
イ

オ
マ

ス
を

燃
料

と
す

る
機

器
の

設
置

関
連

す
る

法
令

、
条

例
、

計
画

、
協

定
等

と
整

合
が

図
ら

れ
て

い
る

。
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